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注記事項
１．貸借対照表関係
\ 減損会計
１）減損の認識
減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（単位：円）

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額 減 損 額

{事業用地 土地（事業用固定
資産）

群馬県片品村 75¶704¶674 0

|宿舎等用地 土地（事業用固定
資産）

愛知県名古屋市 ほ
か

906¶032¶728 0

}宿舎 建物（事業用固定
資産）

千葉県千葉市 ほか 304¶049¶738 0

~ 帳簿価額については、当事業年度の期末帳簿価額を記載しております。
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重要な会計方針
１．有形固定資産の減価償却の会計処理方法
定額法を採用しております。
耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、水資源開発公団から承継した償却資産については、承継時における当該資産の経済的若
しくは機能的な実情を考慮して決定した耐用年数を採用しております。
また、事業用固定資産のうち構築物については、経済的な実情及び施設の特殊性を勘案し、自主
的に算定した耐用年数を設定しております。

ダム 76年
用水路 37年～64年
堰等 47年～52年

なお、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第86）の減価償却相当額については、損益外減価
償却累計額として資本剰余金から控除しております。
２．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準
役員及び職員の賞与については、補助金等により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は
計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の引当外賞与
見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除した金額を計上しております。
３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
職員への退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
また、役員への退職手当の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を退職給付引当金に含
めております。
なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に一括費用処理しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
受託業務支出金
個別法による原価法

６．債券発行差額の償却方法
債券発行差額は、債券の償還期間にわたって定額法により償却しております。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成21年３月末利回りを参考に1•340％で計算しております。

] 政府又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計
算に使用した利率
当該資金を政府借入金（財政融資資金）により調達したものと仮定した場合の利率（6•802～

2•515％)で計算しております。
８．収益・費用の計上方法
\ 本社管理費等の配賦方法
本社管理費等（先行投資的な本社管理費等を除く。）は各事業・業務に配賦するため、建設事業
に対する配賦額は建設仮勘定に資産計上し、管理業務・受託業務に対する配賦額は収益が計上さ
れる事業年度に費用処理しております。

] 支払利息等の会計処理方法
長期借入金等の資金を充当して事業用固定資産を建設した場合、建設期間に対応する支払利息
は建設仮勘定に計上し、受益者が負担する金額が確定したものについては割賦元金に振り替えて
計上しております。

９．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。
ただし、建設事業に係る控除対象外消費税については、建設期間中は長期前払消費税等として投
資その他の資産に計上し、完了事業年度に一括費用処理しております。
また、管理業務に係る控除対象外消費税については、発生事業年度に費用処理しております。

10．資産見返負債の会計処理
資産見返負債の計上は、独立行政法人水資源機構の財務及び会計に関する省令第３条の規定に

よっております。
（参考）
〇独立行政法人水資源機構の財務及び会計に関する省令（平成15年国土交通省令第104号）
（補助金等の会計処理）
第３条 機構は、機構法第12条第１項第１号から第３号までの業務の実施に際し、機構法第21条
第１項及び第22条第１項の交付金、機構法第23条、第25条各項、第26条第１項及び第27条の負
担金並びに機構法第35条の補助金（以下この条において「補助金等」という。）をそれらの業務
の財源の全部又は一部に充てたときは、当該業務により生じた施設その他の固定資産（独立行
政法人会計基準において建設仮勘定に属する資産を除く。）の価額のうち当該補助金等の額に相
当する額を資産の部に固定資産として計上するとともに、その額と同額を負債の部に資産見返
負債として計上するものとする。
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